2010人勧の月例給、一時金の配分等で人事院交渉実施－8/5（2010人勧期情報No.10）

－期間業務職員創設の人規改正等については雇用の安定確保等を要請－

　公務員連絡会幹事クラス交渉委員は、８月５日13時30分から、期間業務職員を創設するための人事院規則等の改正および本年人勧における配分等について、人事院の根本職員団体審議官ほかとの交渉を実施した。

　この交渉は、勧告に合わせて日々雇用職員制度に代えて期間業務職員制度を創設するための人事院規則等の改正が行われる予定であること、また、８月４日の書記長クラス交渉委員と給与局長との交渉で、①50歳台後半層の給与を引下げるほか30歳台以下を除いて俸給表を引き下げることとし、配分は職員団体の意見を聞く、②一時金は４ヵ月を下回ることが確実との考えが示されたことから、その具体化にあたり、公務員連絡会の意見を反映するよう求めて行ったもの。

＜期間業務職員に関わる人事院規則改正等について＞

　冒頭、人事院の福田人材局企画課長は、「日々雇用職員制度を廃止し、期間業務職員を設ける方向でパブリックコメントを行い、検討してきたが、来週前半を目途に人事院規則改正等を行うべく準備を進めている」として、その内容について、人事院規則で、①「期間業務職員」の定義、②採用の方法（公募によらなくてもよい場合は「通知」）、③任期、④条件付採用期間を新たに定めるほか、⑤日々雇用の自動更新に係る規定の除外等所要の改正、を行い、10月１日から施行し、所要の経過措置を設ける、との説明を行った。とくに、③の任期を定めることに関わって、任期の間に雇用の中断期間を設ける運用は不適当なものとなることを強調した。

　この説明に対し、公務員連絡会側は次の通り、人事院の見解を質した。

①今回の制度見直しは、国家公務員の非常勤職員制度の現状を踏まえた措置と理解する。

②制度改正にあたっては、非常勤職員の雇用の安定に繋がるよう、各府省を指導してもらいたい。また、各府省において組合から非常勤職員の課題について申入れがあった場合には、労使で意思疎通が図られるよう、機会を設けて要請してほしい。

③非常勤職員の任用制度の見直しについて、公務員連絡会は、これで終わりということではなく、見直しの第一歩と認識しており、人事院には引き続き抜本改革に向けた努力をしていただきたいし、今後も議論をさせていただきたい。

　要望について福田課長が「今回の措置の意味はご指摘の通りであり、要望の趣旨は承った」と答えたことから、公務員連絡会側はこれを確認した上で、さらに、①任期が短いのに条件付任用期間を設けることは雇用を不安定にすることから設けないよう要求してきたが、あえて設けた理由は何か。われわれの要求趣旨を踏まえた運用をしていただきたい、②経過措置の内容はなにか、③任用制度として上限を設けないとの考えに変わりはないか、④ある特定の制度の適用を避けるために任期を１日空けるという運用は適当でないことを通知などで各府省に徹底してほしい、⑤公募によらない採用を２回とすることについてはあくまで努力義務であることを確認したい、などについて人事院の見解を質した。

　これに対し、福田課長は、①条件付任用期間は今回の改正により身分保障が厚くなることから、能力の実証を通じて正式の採用とする趣旨で設けたものである、②経過措置の内容は、施行後年度末までは日々雇用職員として帰属できることや期間業務職員に切り替える場合には公募を要しないことなどである、③任用制度として上限は設けないという考えに変わりはない、④１日空ける運用などが不適当なことはＱ＆Ａなどで各府省にしっかり伝える、⑤２回については努力義務である、との考えを示した。

　最後に公務員連絡会側は、よりよい制度になるよう人事院として一層努力することを要請し、日々雇用職員制度の見直し問題に一定の区切りを付けた。人事院規則改正等は、本年の勧告日と同日になる見通し。

＜月例給、一時金の配分について＞

　続いて公務員連絡会側は、８月４日の給与局長回答を踏まえて、以下の通りの配分とするよう申し入れを行った。

①マイナス較差の配分として、50歳台後半層の給与引下げ措置には反対であり、俸給表全体で措置することを改めて要請する。具体的には、従来のマイナス較差の際の配分方針を踏まえ、若年・中堅層を除いて措置すること。

②マイナス較差の精算については、昨年と同様に、俸給額が引き下げられる層による官民較差相当分を12月期の一時金で精算する制度調整方式とすること。

③俸給構造見直しに関わる現給保障の引下げについては、昨年方式を踏襲すること。

④一時金引下げ分の期末手当・勤勉手当への割振りについては、基本的に現行割合を大きく変えないこと。また、民間の一律分・考課査定分の状況については、今後、精確な調査を行い、それに基づいて議論をさせていただきたい。

　この要請に対し、根本審議官は次の通り答えた。

１．月例給の改定について

①マイナス較差是正の基本的考え方は、行（一）については昨日給与局長が申し上げたところである。行（一）以外の俸給表の引下げ改定は、行（一）俸給表の改定に準じて行うこととなる。50歳台後半層に関する抑制措置の適用対象者がいない行（二）等については、その点を考慮して、俸給表の改正という点では行（一）よりわずかではあるが大きめの改定となる。 

　引下げ改正の配分については、上位級ほど大きくし、同一級では一律にしたい。

②給与構造改革に伴う経過措置が適用されている職員の現給保障額（切替日の前日に受けていた俸給月額）についても、昨年と同様に、俸給の引下げ改定を踏まえた減額を行うこととしたい。 

　具体的には、昨年引き下げた後の経過措置額に本年の減額率を乗じた額が減額されることとなる。

③引下げ改定に伴う年間調整については、基本的には、昨年と同様の方式によることとしたい。したがって、月例給の引下げのない職員は、年間調整の対象外となる。経過措置額が引き下げられる職員は、対象となる。 

　月例給が引き下げられる者を対象として、マイナス官民較差全体の総額を、対象となる職員全体の給与によって負担するものとして求められる率（調整率）によって調整を行うこととしたい。

　また、調整率は、50歳台後半層に関する措置の適用のある者もない者も同じ率としたい。

２．特別給について

　特別給の支給月数を引き下げる場合の期末・勤勉手当の割り振りについては、民間ボーナスにおける配分の状況、また、今回の引下げ月数を勘案しながら、勤勉の割合が改定前より低下しないよう振り分けたいと考えているが、本日のご意見も踏まえつつ、現行の割合を大きく変えないようにしたい。

　これらの人事院の説明に対して、公務員連絡会はさらに、次の通り、審議官の見解を質した。

①勤勉手当を引き下げることとなった場合、成績率はどう見直すのか。

②昨日の局長交渉で制度改正原資を１号俸昇給に充てるとの説明があったが、諸手当改善という課題もあることから、われわれと十分議論すべきだ。どうして40歳ぐらいまでの昇給抑制者に充てることにしたのか。

　以上の質問・意見に対し審議官は、次の通りの考えを示した。

①引下げ分だけスライドすることを考えており、成績率は拡大しない。

②皆さんから住居手当の話があったが、制度改正原資の取扱いについては、趣旨としては抑制分を戻すということであり、民間と比べ明らかに低い職員層に戻すことにしたものである。

　配分の問題について以上の議論を踏まえ、公務員連絡会側は、「50歳台後半層の給与引下げ以外の課題については、おおむね了解したので、その方向で勧告していただきたい。50歳台後半層の給与引下げについては、総裁交渉で改めて議論させていただく」ことを強く求め、交渉を締めくくった。

以上

